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I 

論 文 要 旨 

学籍番号 80833167 氏 名 倉本 新弥 
 

論 文 題 目： 

環境と経済を共に考慮した炭素税制の税額設計 
 

（内容の要旨） 

近年、地球環境や温室効果ガス排出の問題、政府による環境政策に対して世界規模で関

心が高まっている。各種環境問題への効果的な対応として様々な手法がある中で、世界各

国は環境税を導入する傾向にある。環境税は１９７０年代にフランスで施行されて以降、

西欧・北欧諸国がこれに続いた。２００１年までにはほとんどの国が導入するに至った非

常に広く普及している税である。 

 本研究では最初にヨーロッパ諸国の過去・現在における環境税が導入された経緯、課税

システムの特徴、当該国の経済に与えた影響を分析する。次にそれら事例を参考として、

日本で同様の税制を施行するための適切な税額設計を行う。今回構築する日本モデルにつ

いては課税後に産業から排出される二酸化炭素を最小化し、かつ経済活動（ＧＤＰ）の阻

害を最小限にとどめることを目標とする。その指標として政府の環境税収入を考え、これ

を最大化する環境税率を算出し、炭素税について考える。 

 評価段階においては経済シミュレーション手法であるＧＡＭＳ(The General Algebraic 

Modeling System)を用いて課税下の日本経済の変化を予測する。税額は０～２０，０００

円の範囲内で検討され、最終的に目的達成のための税額が算出される。 

 計算の結果、税収が最大になるのは１７，７００円／t-CO2を課税した場合で、２兆８７

６億円の収入を得られる。また、ＧＤＰは２９６兆９，８８２億円となり、現状の６０％

程度となる。この指標は過剰なＧＤＰ減尐によりサステイナブルな結果とならないことが

分かった。今後別の指標からの研究が必要である。二酸化炭素排出量は１億１，７９４万

トンとなり、現在と比較して６５．２％の削減ができる。また、１７，７００円／t-CO2

の課税はガソリン１リットル当たりに換算すると４０．７１円の負担となる。これは現在

の二酸化炭素排出権取引相場の１，５００円／t-CO2と比較すると約１０倍の額である。 

一方、二酸化炭素排出２５％削減を達成するためには４，８００円／t-CO2が妥当という結

果が出た。この時、ＧＤＰは４２６兆３，１０９億円で、１３．７％の減尐となった。こ

れは炭素税の適用のみで政府が目標とする削減目標を実現できる十分な根拠とはならな

い。しかしながら、企業の環境技術革新と組み合わせることで、地球温暖化を緩和するこ

とが可能となる。 

 

キーワード：環境税、経済構造変化、マクロ経済、政策分析、政策構築 
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SUMMARY OF MASTER’S DISSERTATION 
   

 

Student Identification 

Number 

 

80833167 
 

Name 
 

Shinya Kuramoto 
 

Title 

Study on Design of Carbon Tax Rate by Considering both Environment and 

Economy 
 

Abstract 

In recent years, there is a significant growing of global awareness for natural environment, greenhouse gas 

emissions and environmental policy. There are multiple measures to cope with the issues, the world tends to 

introduce environmental taxes (e.g. carbon tax) as an effective and practical solution of the worldwide 

issues. The trend is typical to Europe, especially in Western and Northern European countries and it was in 

France that environmental tax was initially introduced in 1970’s followed by Northern European countries 

(Finland, Norway, and Sweden) in 1990’s. Most of the countries have finished introduction by 2001. 

In this thesis, the author firstly analyzes the environmental tax structure in European countries both in the 

past and at present which has affected industrial production of the countries. Secondly, an original 

environmental taxation system is to be build. The new Japanese environmental tax suits to its economic 

structure: composition of industries, present eco-technology, and consumer’s utilities. Finally, the target is to 

maximize the tax revenue from industry, incentive toward nation, and Gross Domestic Product, meanwhile 

curb carbon dioxide emissions to the minimum. 

Then, the author utilizes GAMS as a simulation method to estimate the tax-imposed Japanese economy. 

Tax rates are set from ¥0 JPY to ¥20,000 JPY. The author examines several tax rates to achieve a purpose in 

this tax rate range. 

 As the consequence of calculation, the maximum point of tax revenue is 17,700yen/t-CO2, the government 

gains 2 trillion 87.68 billion yen. The carbon dioxide emission is calculated to 117.9 million tons, 34.7% 

compared to present. 17,700yen/t-CO2 taxation equals to 40.71 yen burden in case of 1 liter gasoline. That is 

approximately ten times as much as the existing carbon exchange market- 1,500 yen/t-CO2. However, GDP 

declines to 296 trillion 988.2 billion yen, which is 60% of present. This reduction does not mean the 

realization of sustainable society.  

 On the other hand, the author found 4,800yen yen/t-CO2 is sufficient to achieve 25% carbon emission cut, 

which is now the Japanese government’s target. In this case, GDP turns into 426 trillion 310.9 billion yen, 

86.26% of present. Though that indicates carbon tax itself can not achieve the government’s emission 

reduction target, the carbon tax integrated with technology innovation can solve to mitigate global warming. 

 

Key Words: Environmental Tax, Economic Structure Change, Macro Economics, Policy Analysis, Design 

Policy 
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第１章 はじめに 

 

１．１ 研究の背景 

 昨今、地球規模での生産活動活発化、特に新興国の経済発展を主な原因とす

る二酸化炭素排出量の増加が顕著となりつつある。それに起因して地球温暖化

による各地での大幅な気候変動、生態系の破壊、人類の生活環境が脅かされる

など深刻な問題が発生している。 

 このような状況の中、世界各国では地球環境を危機から守るべく、排出権取

引や企業によるエコ技術開発など様々な取り組みがなされている。それらの内、

政府が経済的なインセンティブを用いて企業や家庭に対して持続的な行動を促

すことのできる環境税は有効な政策手段の一つであるといえる[1]。加えて制度

設計のための経済的なコストが比較的安く済み、多数の納税者に対して簡易に

適応することが可能である[2]。 

環境の維持を目的とする税制は１９７０年前後に導入されたフランスの排水

課税が始まりとなった[3]。本税制はまず水質管理のために必要な税収額を決め、

それを環境保全費として課税対象に公平に配分する手段である。その後、ドイ

ツ、オランダをはじめとした主な西ヨーロッパ諸国が導入し、２００９年現在

では北欧諸国を含めた大部分の西欧国が環境税制を施行している。 

 このような国際的な流れの中で我が国においても環境税制導入に関する議論

が高まりつつある。環境税は既導入諸国の経験からも、企業・国民の環境意識

を高める、クリーンエネルギーへの転換を促進する、当該国を環境国家として

の国際的地位を高めるなど多岐にわたる利点が見てとれる。以上のことを踏ま

え、我が国でも環境税を有効に活用し、持続可能な国家を実現するための検討

を行いたい目的により本研究に至った。 
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１．２ 研究の目的 

 本研究では環境税が地球温暖化ガスの排出抑制に十分な効果を発揮し、かつ

日本経済に与える縮小的な影響を最小限にとどめることができる税額を設計す

る。具体的には、環境の保持と経済活動の両立を実現する最適な税額をシミュ

レーションによって求める。その上で、本論文にて考案したモデルが環境税と

して社会において問題なく適用できるか検討したい。 

 

１．３ 論文の構成 

 本論文においては、まず第２章にて環境税をすでに導入した国々の事例を研

究し、それぞれの特徴と問題点を探る。また、導入されるまでのプロセスを確

認することで、税制実行の際の歴史的・政治的経緯を理解する。その上で日本

において環境税を導入する場合の参考事項とすることを目的とする。 

 第３章では環境税制度設計の具体的検討に入る。ここでは第２章で得られた

検討材料をもとにして課税類型や税額など骨組みについての構成を行う。 

 第４章では経済シミュレーションを行うことで、第３章で構築した課税シス

テムが日本社会において実施された場合にどのような影響が及ぼされるのか予

測することを目的とする。 

 第５章では税額について最適化を行い、政府・国民・企業などのステークホ

ルダーが妥当な便益を得られるように検討する。また、政治的にターゲットと

なる二酸化炭素排出削減量を実現させるために、環境税が貢献できる程度を探

る。 

 第６章では本研究で得られた結果をもとに提言を行う。その上で環境と経済

を両立するために、他国の動向も踏まえた地球規模での環境政策についての展

望をまとめる。  
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第２章 環境税の課題と従来研究 

 

２．１ 「炭素税型」環境税 

 西ヨーロッパにおいて化石燃料やエネルギーを対象にした環境税は主に２つ

の類型に分類することができる。一つは排出主体が排出する物質のうち、炭素

の含有量によって税額が決定される「炭素税型」, 

もう一つは排出主体がその経済活動の過程で消費したエネルギーの量に応じて

税額が決められる「エネルギー税型」である[4]。 

炭素税型には主にノルウェーをはじめとした北欧諸国とイタリアが含まれる。

本類型はより炭素含有量の尐ない燃料を使用するインセンティブとなる。例え

ば石炭は石油や天然ガスに比べて炭素が多く含まれている。エネルギー１単位

に含まれる炭素含有量は、石炭を１とすると、石油が０．８、天然ガスは０．

６である。価格がエネルギー量について等価であるとすれば、課税額は石炭に

対して１、石油に対して０．８、天然ガスに対して０．６と傾斜配分をつける

ことで炭素含有量に比例した税となる[5]。また、一般的に石炭に対して石油は

大気汚染物質の排出が尐なくクリーンであり、天然ガスは上記の３燃料中で最

も環境負荷が尐ない。よって炭素税型環境税は大気をはじめとした環境保護の

ために有効な手段であるといえる。 

 

２．２ 「エネルギー税型」環境税 

 エネルギー税型環境税を導入している国として主にイギリスがあげられる。

本類型は一般的に環境負荷に関係なく単純に使用される燃料が持つ熱量（Kwh）

に対して課税されるため、地球温暖化に関しての抑止効果が尐ない。一例とし

て、石炭は他の代表的なエネルギー源、天然ガスや石油と比べてエネルギー単

価が安価だが二酸化炭素・煤塵・有害化学物質の排出が多い。そのためエネル

ギー税では化石燃料の消費を抑制できても大気汚染の解決には効果が薄い。 

 一方で本税型は安価なエネルギー源を使用する原因となるため、エネルギー

集約型産業を中心として産業を経済的に運用することが可能になる。また、可



 

４ 

採年数が５０年[66]と比較的短い石油資源の枯渇を遅らせることができるため、

エネルギー・セキュリティーの面で有効である。 

 

２．３ 西ヨーロッパ諸国で生じた問題 

 世界に先駆けてガソリン、航空用燃料、廃棄物、農業肥料など幅広い分野を

対象とした環境課税を行った西欧諸国だが、特定産業の経済的負担増、過大な

還付措置による税収不足、国内産業空洞化など様々な弊害が生まれている。一

方で、再生可能エネルギーを多く使用する企業、それを販売する企業にとって

は後押しとなり、産業構造が持続的なものへと変化した。以下で具体的に説明

する。 

 

２．４ 英国「気候変動税（CCL）」 

 本税制はエネルギー税型であり、１９９８年１０月のロード・マーシャル氏

による「マーシャル・レポート」によって基本的な提言がなされた[6]。それを

受けて２００１年４月１日に導入された。目的は国内の産業、商品、公的セク

ターに課税することによってエネルギー使用の効率化と地球温暖化ガスの排出

を抑制することである。なお、国内消費者と運輸部門によって使用される燃料、

別種のエネルギーに変換される燃料（発電など）、非営利目的に使用される燃料、

中小企業がその活動範囲内で使用する燃料は非課税である。 
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表２－４－１ 気候変動税税率（２００８年４月１日より） 

課税対象 税率 

電力 0.00456￡/kWh 

石油ガス 0.00159￡/kWh 

天然ガス 0.01018￡/kWh 

その他 0.01242￡/kWh 

（￡＝英国ポンド） 

［出所］HM Revenue & Customs 

http://customs.hmrc.gov.uk/channelsPortalWebApp/channelsPortalWebApp.portal?_nfp

b=true&_pageLabel=pageExcise_InfoGuides&propertyType=document&id=HMCE_P

ROD1_027235 

 

 本税制の問題点は、kWh あたりのエネルギー含有量によって税率が定められ

ているため、石炭とガスについて不均等な税となる点だ。天然ガスの炭素含有

量は石炭の５４パーセントに過ぎないことを考えると、低炭素化石燃料への転

換が進まないこととなる。それによって発電される電力に対しても均一課税の

ため、電力利用者がクリーンな燃料へ転換する要因にもならなかった[7]。 

 ヨーロッパ諸国における環境税は一般的に政治的な要因に左右されることが

多い。イギリスにおいても課税対象の設定や免除措置において特定産業を優遇

する傾向がある。そうなると環境関連税制本来の目的とトレードオフが発生す

る場合が尐なくない。両者の調整は制度設計において最も重要なもののひとつ

である。 

 

 

 

 

 

 

http://customs.hmrc.gov.uk/channelsPortalWebApp/channelsPortalWebApp.portal?_nfpb=true&_pageLabel=pageExcise_InfoGuides&propertyType=document&id=HMCE_PROD1_027235
http://customs.hmrc.gov.uk/channelsPortalWebApp/channelsPortalWebApp.portal?_nfpb=true&_pageLabel=pageExcise_InfoGuides&propertyType=document&id=HMCE_PROD1_027235
http://customs.hmrc.gov.uk/channelsPortalWebApp/channelsPortalWebApp.portal?_nfpb=true&_pageLabel=pageExcise_InfoGuides&propertyType=document&id=HMCE_PROD1_027235
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２．５ ドイツ環境税 

 

２．５．１ ドイツ環境税制の概要 

 ドイツにおける環境関連税制は前述の２類型とは、税率の決定方法、軽減措

置の方法などで異なる独自のシステムである。 

 政治的には９０年代後半の社会民主党・緑の党連立政権による環境税制改革

によって導入が始まった。主な目的は環境エネルギー税の導入と引き換えに個

人所得税・消費税・法人税などの既存税を減税し、税制中立を達成することで

ある。具体的には環境税収を社会保険料の雇用者負担分の引き下げに用いるこ

とで雇用の促進を図ること。また、税率の継続的な引き上げによって企業の技

術革新を促進し、産業構造の転換を図ることである。改革は１９９９年１月１

日から２００３年にかけて３段階で実施された。まず法人税の最高税率を５３

パーセントから４５パーセントへ。最低税率は１５パーセントへと引き下げら

れた。法人税の基本税率は当初の４５パーセントから４０パーセント、さらに

は２００１年に２５パーセントへと下げられた[8]。



 

7 

表２－５－１ ドイツ環境税－税率、税収、年金保険料の変化 

課税対象 石油税と環境税 

 石油税 

１９９９年３月 

第１段階 

１９９９年４月 

第２段階 

２０００年１月 

第３段階 

２００１年１月 

第４段階 

２００２年１月 

第５段階 

２００３年１月 

環境税分 

ガソリン 50.11 C/L 53.18 C/L 56.25 C/L 59.32 C/L 62.39 C/L 65.45 C/L 15.34 C/L 

ディーゼル 31.70 C/L 34.77 C/L 37.84 C/L 40.91 C/L 43.98 C/L 47.04 C/L 15.34 C/L 

天然ガス（車両

用燃料税） 

6 C/L 7 C/L 7 C/L 8 C/L 8 C/L 8 C/L 2 C/L 

軽油 4.09 C/L 6.14 C/L 6.14 C/L 6.14 C/L 6.14 C/L 6.14 C/L 2.05 C/L 

重油 1.53 C/L 1.53 C/L 1.79 C/L 1.79 C/L 1.79 C/L 2.5 C/L 0.97 C/L 

天然ガス（暖房

用燃料税） 

0.18 C/kWh 0.344 C/kWh 0.344 C/kWh 0.344 C/kWh 0.344 C/kWh 0.55 C/kWh 0.37 C/kWh 

電力  1.02 C/kWh 1.28 C/kWh 1.54 C/kWh 1.8 C/kWh 2.05 C/kWh 2.05 C/kWh 

税収  43 億ユーロ 

（5,590 億円） 

88 億ユーロ（1

兆 1,440 億円） 

118 億ユーロ（1

兆 5,340 億円） 

143 億ユーロ（1

兆 8,590 億円） 

187 億ユーロ（2

兆 4,310 億円） 

579 億ユーロ（7

兆 5,270 億円） 

年金保険料 20.3% 19.5% 19.3% 19.1% 19.1% 19.1%  

（Ｃ＝セント、Ｌ＝リッター、１ユーロ＝１３０円） 

［出所］大阪・神戸ドイツ連邦共和国総領事館ウェブサイト http://www.german-consulate.or.jp/jp/umwelt/klimaschutz/oekosteuer.html 

http://www.german-consulate.or.jp/jp/umwelt/klimaschutz/oekosteuer.html
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 表２－５－１にある通り、各種燃料にかかる石油税が９９年４月から５段階

によって環境税により加算された。また、電力に関しては本改革によって電力

税が新たに設定された。税制中立の目的から年金保険料が２０．３パーセント

から１９．１パーセントへと割合が減尐した。環境税による税収は最終的には

約７．５兆円と第１段階時の１３．５倍へと増加した。 

 

２．５．２ ドイツの産業界が受ける環境税の影響 

 本税制改革は、ドイツにおける幅広い産業に構造変化をもたらした。鉄道

会社の Deutsche Bahn は２８０億ユーロの売り上げがあるが、環境税によって税

金分を運賃値上げに転嫁せざるを得ないため飛行機に比べて経営が厳しくなっ

た。ガス供給企業の Gas-AG は従業員１０００人程度で売上高は６億５０００万

ユーロ。ガスはガソリンよりも税率が低い（表１参照）ため、ガスステーショ

ンに投資（３５０万ユーロ）を行うことによって利益が上がることとなった[9]。 

以上のように事業活動を行うにあたって使用できるエネルギー源が限られて

いる企業は経営に関して負担を受けている。一方、税率の尐ないエネルギー源

を取り扱う企業またはクリーンエネルギーを販売するような企業は反対に恩恵

を受けている。 

 

２．５－３ ドイツの市場経済に対する影響 

 ドイツ環境研究所 (German Institute for Economic Research, DIW)は、環境税制

改革によるドイツのマクロ経済に対する影響を I-O 分析により検証した。本シミ

ュレーションでは１９９７年時点のエネルギー全体（電力、ガソリン、暖房用

油、ディーゼル燃料、天然ガス）に対する課税を０．６３マルク／ＧＪとし、

年率で７％ずつ増加すると仮定した。１０年後の経済変化が次表のとおりであ

る。[10] 
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表２－７－１ ドイツ環境税改革による影響 

（９７年から２００７年時点までの変化） 

二酸化炭素排出量 －２１％ 

家計消費 －１．０％ 

消費者物価 ＋３．１％ 

投資 －１．０％ 

ＧＤＰ －０．２％ 

［出所］: Environmental Tax Reform: The European Experience (J. Andrew Hoerner 

and Benoit Bosquet, 2001), Center for a Sustainable Economy 

 

２．６ 日本の状況 

 

２．６．１ 日本における環境税導入に向けての議論 

 日本における本格的な環境税導入についての検討は、平成６年１２月１６日

に閣議決定された第一次「環境基本計画」がその端緒になった。本計画では「循

環」、「共生」、「参加」、「国際的取組」の４つを長期目標とし、基本方針と各政

策主体の役割が定められている。その中では日本経済社会の成熟化の一方、大

量生産・消費・廃棄による環境負担の増加から起きる持続可能性の低下が指摘

された。 

 二酸化炭素排出量については、２０００年度の排出量が１９９０年と比較し

て一人当たりでは急激な伸びがなく安定化すると見込まれた。一方で民生およ

び運輸部門からの排出量増加率が相対的に高いことから、これへの対応が課題

とされた。なお、具体的な政策目標に関しては本計画には盛り込まれるに至ら

なかった。 

 平成１２年２月の第二次環境基本計画では、大気汚染についてかつての懸案

だった二酸化硫黄や一酸化炭素を原因としたものが改善されたと指摘する。一

方で、都市部を中心にして二酸化窒素や浮遊粒子状物質（SPM）の水準が依然

として高い水準にあるとした。また、持続可能な社会構築のために、大気、水、
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土壌、生物から構成される諸システムと良好な関係を保ち、社会活動はそれに

対して悪影響を与えない範囲にとどめるべきと提案。具体的には長期的再生産

が可能な「再生可能な資源」を利用し、他の手段で機能を代替できない「再生

不可能な資源」を使用しないことで、人間活動から発生する環境負荷が自然の

自浄能力を超えないようにすること。そして環境負荷につながる資源・エネル

ギーの使用が効率的で、生産・消費活動にかかる単位当たりの環境負荷が低減

された社会を目指すべきだと述べている。 

 第三次環境基本計画（平成１８年４月７日閣議決定）では、環境税について

価格インセンティブ効果、二酸化炭素排出削減効果、森林吸収減対策の３つの

目的をあげている。ここでは当該税制の特徴として国民全体に広く負担を求め

ることになることを認め、総合的に真摯な検討を加えるべきと締めくくる。 

 

２．６．２ 日本における各政党ごとの意見・提言 

 民主党は環境政策大綱「民主党環境ビジョン」において、環境対策政策が企

業活動においてコスト増を招き、国際競争力を低下させるなど負の側面を認め

る。その上で、環境技術・省エネ技術の発展により生み出される雇用によって

経済発展をめざすべきだという立場。さらに地球温暖化対策税を含めた環境問

題への対応を農業革命・産業革命・情報革命に続く第４の革命ととらえる。西

ヨーロッパ諸国においてはデンマークの再生可能エネルギー推進政策とドイツ

における環境税の社会保険料充当システムを参考にする方針である。 

 自由民主党は環境税について、揮発油税等の暫定税率や所得課税などの他税

制とともに抜本改革のなかで中期的目標をめざして議論すべきという立場であ

る。 

 社会民主党は、京都メカニズムをはじめとした柔軟措置に依存することなく、

工場や自動車からの排出源対策を強化するべきとする。そのために環境税を最

も有効な手段と位置付けて、現行燃料税と同じく企業や消費者が購入時に負担

する川下課税を提案。また、自動車関係諸税（自動車税、自動車取得税、自動
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車重量税）を見直し、ディーゼル車をはじめとした環境負荷の大きい自動車に

対して税率を引き上げる方針。その際は大衆課税にならないよう制度設計する。 

 日本共産党は、環境負荷への課徴金の負担として環境税の導入を主張。それ

により化石燃料と自然エネルギーとの価格差縮小を狙う。具体的には道路特定

財源を廃止して、揮発油税の税率を環境税を考慮したものに変更する。課税は

二酸化炭素の排出量に応じたものにし、低所得者、福祉施設、農林業に対して

軽減・免除措置を実行すべきと主張する。 
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第３章 制度設計方法 

 

３．１ 制度設計方法の概要 

 本論文で構築する環境関連税制の目的は以下の３項目である。第一に政府が

本税制より得る税収を最大化し、社会福祉、環境保護、その他の目的に投入で

きる金額を最大化すること。第二に持続的な社会実現のために日本における二

酸化炭素排出を最小化すること。第三に課税によって減尐するであろうと予想

される各産業の生産（GDP）を最小限にとどめること。 

 

政府 納税者環境ステークホルダー

環境税収確保

環境影響評価

他税減税

消費者

企業

補助金

国際的責任

社会福祉の充実

環境政策実行
社会的責任の達成

クリーンエネルギーへの
転換
環境関連産業の隆盛
産業構造の改善
環境技術開発の加速

地球環境への意識向上
低炭素エネルギーの選択
低環境負荷製品の購入

持続的な社会実現への
協力
課税目的の理解

海外諸国

地球環境

日本経済

サービス
受給者（国民）

環境ＮＧＯ

（フィードバック）

（フィードバック）

 

図３－１－１ 環境税実施時の各主体における意識変化と行動モデル 
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３．２ 課税類型の検討 

 本論文では環境税の２類型の１つである炭素税について税額の検討を行う。

炭素税は化石燃料消費抑制につながる他、産業に対して環境負荷の低い燃料を

使用させる要因となる点でより効果的である。また、税額は基本的に各産業一

律、二酸化炭素排出量トンあたりに対して日本円で課税する。 
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第４章 炭素税の制度設計の評価方法について 

 

４．１ 評価方法の概要 

 第３章で設計された税制システムについて、それが日本経済に与える影響を

シミュレーションソフトを用いて検証する。検証項目は前章で示された税額の

もとで、課税時のＧＤＰ、産業からのＣＯ２排出量、政府が得る税収について

予測を行う。 

 経済産業研究所が提唱する政策評価ミクロモデルでは、部分均衡・小規模ミ

クロ経済モデルによる定量的分析が行われている。本モデルの特徴として、一

般的に地球温暖化対策評価に用いられる応用一般均衡ＣＧＥモデルに比較して

以下のような優位性が指摘されている。まずモデルが小規模でシンプルなため、

構築のための費用・時間が短縮できる。そのため、政策の波及効果がどのよう

なメカニズムで発生しているのか関係者に説明することが容易なこと。対象と

なる分野別に、重要なものには精緻なモデル、それ以外の分野には簡易なモデ

ルを使うことで柔軟な分析ができる利点が主張されている[11]。 

 

４．２ シミュレーション手段 

 １国の経済全体に対して税金その他のファクターが作用した場合の構造変化

を検証するためには応用一般均衡(Computable General Equilibrium)解を求めるこ

とが適当である。本論文では数理最適化ソフトウェア、GAMS (The General 

Algebraic Modeling System)を用いる。GAMS は線形・非線形の大規模複雑な最適

化問題を各種コンピュータを用いて解決することを目的とする。 

 本ソフトは一般的なプログラム言語の形式で記述される。入力するデータは

テーブル形式で与えられ、同種の制約条件は１つの命令文にまとめられる。そ

れを受けて GAMS は拘束方程式を作り出し、計算が行われる仕組みだ。準備段

階ではソルバーと呼ばれる、算出手法をまとめたプログラミング・モデルを任

意で選択する。ソルバーは３０種類程度あり、欧米の大学や情報システム企業

によって開発され、提供されている[70]。主なソルバーとしては、スタンフォー
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ド大学 Systems Optimization 研究室によって開発された非線形処理型の MINOS、

IBM より提供される OSL などが挙げられる。 

 今回使用したのは、デンマークの ARKI Consulting and Development 社より提供

される CONOPT である。本ソルバーは MINOS の派生形で、他の非線形処理ソ

ルバーと互換性がある。最新版の CONOPT3 は逐次線形プログラミングや

Quasi-Newton メソッドを始めとしたマルチ手法により最適化問題を解くことを

可能とした。 

 入力する拘束条件は、キャリブレーションの段階で以下を求める。総生産物

(aggregate output)、総計純輸出(aggregate net exports)、総計消費(aggregate 

consumption)、総計投資(aggregate investment)、アーミントン集合(armington 

aggregate use)。 

 

 

図４－２－１ キャリブレーション 
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課税下の経済活動変化は、産業・政府等の収入に、エネルギー産業が課税下

の燃料価格において算出する産出額、非エネルギー産業が最終需要の元におい

て生み出す産出額、総計純輸出を合計して算出する。 

 

 

図４－２－２ 経済活動変化の条件式 

 

 なお、本シミュレーションでは入力するデータが発行年度の異なる図表から

得られており（２００８年、２００５年、２０００年）、統一された時点の経済

データが用いられていないことに注意が必要である。また、ＧＡＭＳでは消費

者と企業との関係において、消費者が所得を得た場合にそれをすべて消費行動

に用い、貯蓄という概念がないなど実際の経済活動を必ずしも正確に表現して

いない点にも留意する。 

 

４．３ GAMS による応用一般均衡シミュレーション 

 本研究では、ある一定の税額が課せられた場合に日本経済が受ける影響を

GAMS によって算出することを目的とする。具体的な算出対象は、国内産出額 

(Domestic Output)である。国内産出額とは、ある国の経済活動によって１年間に

産み出された製品・サービスおよび中間投入額の総合計である。 
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 入力するパラメーターは現在の日本における各産業同士の取引額である。入

力形式は社会会計表（ＳＡＭ）で行われる。これは総務省の産業連関表平成１

７年度版（２００５年、確報）の取引基本表（生産者価格評価）３４部門表（付

表１）と国民経済計算平成２０年（２００８年）度版確報を使用する。 

まず産業連関表(付表１)の当該３４部門を電力・ガス・熱供給業、石油・石炭

製品、運輸、エネルギー集約型産業、その他産業の５部門に圧縮してパラメー

ター入力用とした。エネルギー集約型産業に含まれる産業は、平成１９年度排

出量集計結果（環境省）において全体の内で５％以上の排出量がある上位４部

門（鉄鋼業、化学工業、窯業・土石製品、パルプ・紙・紙加工品、石油・石炭

製品は除く）とその他製造工業製品を考慮した。加えて平成１７年度において

当該５部門が排出する二酸化炭素量を与える。国民経済計算（付表３）からは

家計・政府の消費支出、財貨・サービスの輸出入データを得た。 

GAMS 入力用社会会計表（付表２）は各産業同士の縦横マトリックス形式と

し、価額の単位は百億円とした。５×５項目の産業連関データのほかに、消費・

投資・純輸出の項を行に加える。消費は民間消費支出と一般政府消費支出を合

計し（産業連関表より）、投資は国内総固定資本形成（産業連関表より）、純輸

出は財貨・サービスの純輸出（国民経済計算より）。次に雇用者所得・資本・税

の項目を列に加える。雇用者所得は雇用者所得の項目から（国民経済計算より）、

資本は産業連関表の在庫純増（産業連関表より）から取得した。また、現在の

二酸化炭素排出量は１０万トン単位で５部門それぞれについて入力する。 

 計算の結果、GAMS により課税された場合の各産業における国内産出額が示

される。非課税時の国内産出額から２００８年時点のＧＤＰに変換するための

係数０．４３８３９９７８１を取得する。その上で２０００年版産業連関表に

よる環境負荷原単位データブック（付表４）よりＧＤＰあたりのＣＯ２排出原単

位を取得し、各排出主体が百万円あたりの生産活動を行った場合に排出される

二酸化炭素量を算出する。石油・石炭製品、電力・ガス・熱供給業、運輸につ

いては環境負荷原単位データブックの値を直接参照した。エネルギー集約型産
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業については当該５部門の値を平均した値を利用した。その他産業については

上記以外の産業を平均した値を取得した（表４－３－１参照）。 

 

 

 

税収は各主体の二酸化炭素排出量に任意の税額をかけた金額である。 

 検討する税額については二酸化炭素排出量１トン当たり０円から１，０００

円ずつ増加させ、２０，０００円まで行った。 
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産業連関表

国民経済計算

環境産業連関表

社会会計表
（ＳＡＭ）

ＧＡＭＳ

＜現時点＞
各産業の
ＣＯ２排出量

課税後のＧＤＰ
＜課税後＞
各産業の
ＣＯ２排出量

政府の
環境税収

排出量原単位入力 応用一般均衡解
算出

 

図４－３－１ シミュレーションの流れ 

 

 

 

表４－３－１ 二酸化炭素排出原単位 

産業名 ｔ－ｃ／百万円 

石油・石炭製品 ０．８５５ 

電力・ガス・熱供給業 ５．３５３ 

運輸 １．２０３ 

エネルギー集約型産業 １．１５６３ 

その他産業 ０．１２５４ 
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表４－３－２ 現状の各産業による二酸化炭素排出量 

産業名 二酸化炭素排出量（トン） 

石油・石炭製品 １，９８３万トン 

電力・ガス・熱供給業 ７，８００万トン 

運輸 ２億５，７００万トン 

エネルギー集約型産業 ８，４６３万トン 

その他産業 ５，２９３万トン 

［出所］2005 年度（平成 17 年度）の温室効果ガス排出量（確定値）について 

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=8419 

日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2007年度） 確定値 

http://www-gio.nies.go.jp/aboutghg/data/2009/n001_6gas_2009-gioweb_J1.01.xls 

 

４．４ シミュレーション結果 

 

（１）GDP 

 

 環境課税後のＧＤＰは、非課税時の４９４兆１，９８７億円から、１，００

０円／トン課税時には４８０兆１，３４１億円となり、およそ２．８５％の下

落となる（図４－４－１参照）。１０，０００円／トン課税時には３６６兆２，

７２３億円となり２５．８９％低下する。これは１９８７年の３６２兆２，９

６７億円とほぼ同水準である（表４－４－１参照）。そして２０，０００円課税

時には２７９兆２，６４９億円まで推移する。これは１９８２年時点とおおむ

ね同額となる。１円増税当たりのＧＤＰ下落量は１０７．４６億円（表４－４

－１参照）。 

 なお、１０００円／トンの課税とはガソリン１リットルにつき２．３円の課

税となる。（ガソリン１リットルが排出する二酸化炭素量を２．３ｋｇとする－

環境省 平成２０年度 民生・運輸部門における中核的対策技術 報告書より

[64]） 

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=8419
http://www-gio.nies.go.jp/aboutghg/data/2009/n001_6gas_2009-gioweb_J1.01.xls
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図４－４－１ 課税時のＧＤＰ変化 

（単位：百億円） 

 

表４－４－１ １９８０年から２００８年までの日本の GDP 

年 GDP 

１９８０年 ２４８兆３，７５９億円 

１９８１年 ２６４兆６，４１７億円 

１９８２年 ２７６兆１，６２８億円 

１９８３年 ２８８兆７，７２７億円 

１９８４年 ３０８兆２，３８４億円 

１９８５年 ３３０兆３，９６８億円 

１９８６年 ３４２兆２，６６４億円 

１９８７年 ３６２兆２，９６７億円 
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１９８８年 ３８７兆６，８５６億円 

１９８９年 ４１５兆８，８５２億円 

１９９０年 ４５１兆６，８３０億円 

１９９１年 ４７３兆６，０７６億円 

１９９２年 ４８３兆２，５５６億円 

１９９３年 ４８２兆６，０７６億円 

１９９４年 ４８９兆３，７８８億円 

１９９５年 ４９７兆７，４００億円 

１９９６年 ５０９兆９５８億円 

１９９７年 ５１３兆６，１２９億円 

１９９８年 ５０３兆３，２４１億円 

１９９９年 ４９９兆５，４４２億円 

２０００年 ５０４兆１，１８８億円 

２００１年 ４９３兆６，４４７億円 

２００２年 ４８９兆８，７５２億円 

２００３年 ４９３兆７，４７５億円 

２００４年 ４９８兆４，９０６億円 

２００５年 ５０３兆１，８６７億円 

２００６年 ５１０兆９，３７６億円 

２００７年 ５１５兆６，５１０億円 

２００８年 ４９４兆１，９８７億円 

［出所］国民経済計算 平成２０年度確報（内閣府） 

 

 

 

 

 



 

23 

表４－４－２ １円増税あたりのＧＤＰ下落量と下落率 

産業名 １円増税あたりの 

平均ＧＤＰ下落量 

１円増税あたりの 

平均ＧＤＰ下落率 

電力・ガス・熱供給業 ３億６，９９０万円 ０．００３９％ 

石油・石炭製品 ３億７，６９１万円 ０．００３７％ 

運輸 ８億５１７万円 ０．００３８％ 

エネルギー集約型産業 ７１億２，４２３万円 ０．００３７％ 

その他産業 ２０億７，０４５万円 ０．０００８％ 

合計／平均 １０７億４，６６８万円 ０．００２１％ 

 

 

 

表４－４－３ １，０００円増税あたりのＧＤＰ下落量と下落率 

産業名 １，０００円増税あたりの

ＧＤＰ下落量 

１，０００円増税あたり

のＧＤＰ下落率 

電力・ガス・熱供給業 ３，６９９億円 ３．９０％ 

石油・石炭製品 ３，７６９億円 ３．７２％ 

運輸 ８，０５１億円 ３．７９％ 

エネルギー集約型産業 ７兆１，２４２億円 ３．７２％ 

その他産業 ２兆７０４億円 ０．７９％ 

合計／平均 １０兆７，４６６億円 ２．１７％ 
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電力・ガス・熱供給業は全体的に１円増税を行うと３．６９億円のＧＤＰ減

尐となる。下落率は５部門の中で最も高く、１円増税あたりでＧＤＰは０．０

０３９％減尐する。これは本産業が当初のＧＤＰに比べて二酸化炭素の排出量

が多いため炭素税の影響を受けやすいからだと考えられる。 

 

 

図４－４－２ 電力・ガス・熱供給業のＧＤＰ変化 

（単位：百億円） 
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石油・石炭製品は１円増税当たり４．４７億円の減尐となる。同増税あたり

のＧＤＰ下落率は０．００３７％。これは運輸に次いで３番目に高率である。 

 

 

図４－４－３ 石油・石炭製品のＧＤＰ変化 

（単位：百億円） 
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運輸は１円増税あたりＧＤＰは９．５５億円の減尐となる。同増税あたりの

下落率は０．００３８％。これは電力・ガス・熱供給業に次いで２番目に高い

率である。原因として運輸業は一般的に自動車による輸送が大部分を占めるた

め、排出ガスが多いため炭素税が深く影響すると考えられる。 

 

 

図４－４－４ 運輸のＧＤＰ変化 

（単位：百億円） 
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エネルギー集約型産業は１円増税当たり８４．５０億円となり、下落量が最

も多い。１円増税あたりの下落率は０．００３７％と３番目で、石油・石炭製

品と同率となる。これはエネルギー集約型産業が石油・石炭製品部門とほぼ同

じ炭素税への反応性を持つことを示している。 

 

 

図４－４－５ エネルギー集約型産業のＧＤＰ変化 

（単位：百億円） 
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その他産業は５部門の中で最も下落率が緩やかである。当初０円から７，０

００円までは１円増税あたりのＧＤＰ下落率が０．０００３８％で推移し、７，

０００円から２０，０００円までは０．００１％となる。１円増税当たりのＧ

ＤＰ減尐額は２０．７０億円となる。 

 

 

図４－４－６ その他産業のＧＤＰ変化 

（単位：百億円） 
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（２）CO2 排出量 

 

 予想される二酸化炭素排出量は合計、各５部門ともにほぼ一定率で減尐し続

ける。産業全体では１円増税すると１万１，７６８トンの排出削減が可能とな

る。課税前には３億３，９０６万トンだったものが、１，０００円課税時には

３億２，１１０トンとなり、１０，０００円時には１億８，４９９万トンにな

ると予測される。 

  

 

図４－４－７ 課税時のＣＯ２排出量変化 

（単位：トン） 
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表４－４－４ １円増税時のＣＯ２排出削減効果 

産業名 １円増税時のＣＯ２排出

減尐量 

１円増税時のＣＯ２排出

減尐率 

電力・ガス・熱供給業 １，９８０トン ０．００３９％ 

石油・石炭製品 ３２２トン ０．００３７％ 

運輸 ９６８トン ０．００３７％ 

エネルギー集約型産業 ８，２３７トン ０．００３７％ 

その他産業 ２５９トン ０．０００７％ 

合計／平均 １万１，７６８トン ０．００３４％ 

 

 

 

表４－４－５ １，０００円増税時のＣＯ２排出削減効果 

産業名 １，０００円増税時の 

ＣＯ２排出減尐量 

１，０００円増税時の 

ＣＯ２排出減尐率 

電力・ガス・熱供給業 １９８万９６トン ３．９０％ 

石油・石炭製品 ３２万２，２５９トン ３．７２％ 

運輸 ９６万８，６３１トン ３．７９％ 

エネルギー集約型産業 ８２３万７，７５３トン ３．７２％ 

その他産業 ２５万９，６３５トン ０．７９％ 

合計／平均 １，１７６万８，３７６トン ３．４７％ 
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電力・ガス・熱供給業は１円の増税によって１，９８０トンの排出削減が可

能であり、単独の産業部門としては最も課税による効果が発生しやすい。これ

は非課税時の二酸化炭素排出量が多く、炭素税によって重い負担がかけられる

ことにより減尐幅が大きくなったと考えられる。 

 

 

図４－４－８ 電力・ガス・熱供給業のＣＯ２排出量変化 

（単位：トン） 
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石油・石炭製品は１円増税によって０．００３７％の排出削減が可能であり、

平均に近い削減率となった。また、本産業が一定付加価値（１００万円分の製

品・サービス）を生産する場合の二酸化炭素排出量係数が０．８５５と尐ない。

（電力・ガス・熱供給業は５．３５３）そのため、当初の排出量が比較的尐量

なため課税の効果が１円増税あたり３２２トンと尐ない。 

 

 

図４－４－９ 石油・石炭製品のＣＯ２排出量変化 

（単位：トン） 
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運輸は１円の増税によって９６８トンの排出削減が可能であり、電力・ガス・

熱供給に次いで削減効果が期待できる。減尐率は０．００３７％となり、平均

レベルとなった。 

 

 

図４－４－１０ 運輸のＣＯ２排出量変化 

（単位：トン） 
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エネルギー集約型産業は１円増税あたり０．００３７％の減尐率となる。本

類型に含まれる産業はパルプ・紙・木製品、化学製品、窯業・土石製品、鉄鋼、

その他の製造工業製品の５部門であり、１部門あたり１，６４７トンの削減効

果が期待できる。 

 

 

図４－４－１１ エネルギー集約型産業のＣＯ２排出量変化 

（単位：トン） 
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 その他産業は１円の増税によって０．０００７％の二酸化炭素排出が可能だ。

これは当該５部門の中では最も尐なく、全産業の平均と比べて２割程度の値と

なる。 

 

 

図４－４－１２ その他産業のＣＯ２排出量変化 
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（３）税収 

 

 環境税によって得られる税収は１，０００円／トン時の３，２１１億円から、

８，０００円／トンまでは１円増税あたり税収は１．９２億円増加する。そし

て１８，０００円／トンで２兆８７４億円と最大値をとり、以降は減尐に転ず

る。原因として課税対象である二酸化炭素排出量の低下が、税額の増加分を上

回ったためと考えられる。背景にはエネルギー集約型産業をはじめとした、課

税時のＧＤＰ下落率が高い部門の存在がある。 
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表４－４－５ 予測される環境税収詳細 

税額 税収額 

１，０００円／トン ３，２１１億円 

２，０００円／トン ６，０３９億円 

３，０００円／トン ８，５１７億円 

４，０００円／トン １兆６７８億円 

５，０００円／トン １兆２，５５０億円 

６，０００円／トン １兆４，１６１億円 

７，０００円／トン １兆５，５３９億円 

８，０００円／トン １兆６，７０６億円 

９，０００円／トン １兆７，６８６億円 

１０，０００円／トン １兆８，４９９億円 

１１，０００円／トン １兆９，１６３億円 

１２，０００円／トン １兆９，６９５億円 

１３，０００円／トン ２兆１１１億円 

１４，０００円／トン ２兆４２４億円 

１５，０００円／トン ２兆６４７億円 

１６，０００円／トン ２兆７９０億円 

１７，０００円／トン ２兆８６３億円 

１８，０００円／トン ２兆８７４億円 

１９，０００円／トン ２兆８３０億円 

２０，０００円／トン ２兆７３９億円 
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図４－４－１３ 算出された環境税収グラフ 

（単位：円） 
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第５章 分析と議論 

 

５．１ 最適税額についての検討 

  環境税制の目的は企業や個人に環境配慮行動のインセンティブをあたえる

ことにより、二酸化炭素排出や大気汚染が尐ない持続的な社会を実現すること

である。また一方では環境政策の実行主体である政府が適切な税収を得て、各

種施策のために投入できることも重要だ。 

 しかしながら、一般的に政府が環境税制改革にて自国経済に負担を求めた場

合、生産や雇用の悪化、インフレーションの発生、社会福祉制度にたいしての

影響が引き起こされる可能性がある。そのため政策決定に際しては、環境税制

に起因する経済的コストと便益のバランスが保たれるよう分析を行う必要があ

る。[12] 

 

５．１．１ 排出権取引価格を考慮した検討 

炭素税が課税された場合に一定の税額が適用された時、排出権取引の対象と

なり得る二酸化炭素の価格総計について検討する。２０１０年１月現在の排出

権価格１，５００円[68]として価格の変化を図示した（図５－１－１参照）。 

非課税時には５，０８５億円の取引対象があったものが、５，０００円／ト

ン課税時には３，７６５億円となり、１０，０００円／トン課税時にはおよそ

半分の２，７７４億円となる。炭素税によって産業から排出される二酸化炭素

が減尐すれば、排出権市場の縮小を招く可能性があることが判明した。 
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図５－１－１ 取引対象となる二酸化炭素の価格総計 

 

５．１．２ 税収最大化 

 一つの指標として税収が多ければ、政府は自身の環境保護政策、企業への環

境技術開発支援、環境ＮＧＯへの経済的支援などに使用できる財源が増え、便

益となる。ここでは本論文で構築した税制がどの税額において最大の税収を得

ることになるのか検証する。 

 前項の検討により１８，０００円／トンで最大値に達した税収は、詳細分析

により１７，７００円／トンで最大化できることが判明した。そして１７，７

００円／トン以降は減尐へと転ずる。１７，７００円／トン時の最大税収は２

兆８７６．８億円である。 
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表５－１－１ 最大税収の検証 

税額 税収 

１７，０００円／トン ２兆８６３．０億円 

１７，１００円／トン ２兆８６６．８億円 

１７，２００円／トン ２兆８６９．９億円 

１７，３００円／トン ２兆８７２．５憶円 

１７，４００円／トン ２兆８７４．４億円 

１７，５００円／トン ２兆８７５．８億円 

１７，６００円／トン ２兆８７６．６億円 

１７，７００円／トン ２兆８７６．８億円 

１７，８００円／トン ２兆８７６．４憶円 

１７，９００円／トン ２兆８７５．５憶円 

１８，０００円／トン ２兆８７４．１億円 
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図５－１－２ 最大税収の推移 

（単位：円） 

 

 なお、各産業が全体のＧＤＰに占める割合は、電力・ガス・熱供給業が０．

８５％、石油・石炭製品が１．０５％、運輸が２．０１％、エネルギー集約型
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図５－１－３ 課税前の各部門による産出額割合 
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表５－１－２ 最大税収時の産業構造変化 

 全体に占める割合 ＧＤＰ 

 課税前 課税後 課税前 課税後 

電力・ガス・ 

熱供給業 

１．９２％ ０．８５％ ９兆４，７５６億円 ２兆５，１３４億円 

石油・石炭製品 ２．０５％ １．０５％ １０兆１，０８７億円 ３兆１，２１１億円 

運輸 ４．３０％ ２．０１％ ２１兆２，２７２億円 ５兆９，５５５億円 

エネルギー 

集約型産業 

３８．７３％ １９．２３％ １９１兆３，９５３億円 ５７兆１，０７０億円 

その他産業 ５３．０１％ ７６．８７％ ２６１兆９，９１７億円 ２２８兆２，９１０億円 

 

 

図５－１－４ 最大税収時の各部門による産出額割合 
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５．２ 日本政府の削減目標を達成するには 

 ２００９年９月にニューヨークで開かれた国連気候変動サミットの開会式で

は鳩山由紀夫内閣総理大臣が温室効果ガス削減に関して先進的な削減目標を掲

げた。その内容は、現在の大量排出国の努力を必要としながら日本として１９

９０年比で２５％削減するという公約である。これはそれまでの１９９７年京

都議定書で定められた６％や、先の麻生太郎内閣総理大臣が掲げた８％よりさ

らに厳しい。 

 本項では鳩山首相が定め、日本政府としての目標となった二酸化炭素排出２

５％を国全体として達成した場合、各産業やＧＤＰ、環境税収に対する影響を

シミュレーションする。 

 シミュレーションの結果、１トン当たり４，８００円課税した場合、二酸化

炭素排出量は２億５，４１１万４，７９９トンとなる。これは非課税時の３億

３，９０６万６，５３７トンと比較して２５．０５％の排出削減となる。ＧＤ

Ｐは４２６兆３，１０９億円となり、１３．７３％減。税収は１兆２，１９７

億円となる。 

 課税時において各産業のＧＤＰが全体に占める割合は、エネルギー集約型産

業が７ポイント近く低下したほか、他産業は１ポイント前後の落ち込みとなっ

た。その他産業は７％以上の増加となった。 
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表５－２－１ ２５％削減時の産業構造変化 

 全体に占める割合 ＧＤＰ 

 課税前 課税後 課税前 課税後 

電力・ガス・ 

熱供給業 

１．９２％ １．６２％ ９兆４，７５６億円 ６兆９，１７７億円 

石油・石炭製品 ２．０５％ １．８１％ １０兆１，０８７億円 ７兆７，２４４億円 

運輸 ４．３０％ ３．５５％ ２１兆２，２７２億円 １５兆１，２６８億円 

エネルギー 

集約型産業 

３８．７３％ ３２．４４％ １９１兆３，９５３億円 １３８兆２，８２８億円 

その他産業 ５３．０１％ ６０．５８％ ２６１兆９，９１７億円 ２５８兆２，５９１億円 

 

 

 

図５－２－１ 課税前の産業構造 
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図５－２－２ 課税後の産業構造 
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図５－２－３ 排出２５％削減と最大税収のポイント 

 

 

５．３ 分析結果についての考察 

 分析の結果、炭素税が施行された場合エネルギー関連産業から多くの税収が

得られることが予測された。また、それは同時にエネルギー産業が課税によっ

てより経済的負担を受けることを意味する。特に電力、ガスなどのインフラ供

給産業はその生産過程において、生産額あたりの二酸化炭素排出量が最も多い。

そのため産業規模に比べて課税額が最も大きくなる可能性が高い。しかしなが

ら、その課税額の多さは当該産業に対して今ままでよりクリーンエネルギー使

用への転換を促せることを意味する。現状ではインフラ産業が持続可能なエネ

ルギー源（太陽光、風力、水力他）に移行するためのインセンティブは社会的

な要請に基づいた自主的な努力に基づいている。ところがこのような自助努力
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のみでは持続的な社会への速やかな変革は望めない。もし炭素税が施行されれ

ば、国民の環境意識を高めることで社会的な要請がさらに高まり、経済的なイ

ンセンティブで企業側の技術開発や代替エネルギーへの移行も劇的に進むこと

になる。 
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第６章 結論 

 

６．１ 最適税額 

 本研究では、環境と経済の両方を考慮した炭素税制の税額設計を行うことを

目標とした。その際には課税によって削減される二酸化炭素排出量を最大にし、

低下すると予測される日本経済（ＧＤＰ）の減速を最小限にとどめ、政府が得

られる税収を最大化することに留意した。評価段階においては、経済シミュレ

ーション手段ＧＡＭＳを用いて課税時に経済へ与える影響を予測した。ＧＡＭ

Ｓは環境税収入を政府が国民生活のために投入するシステムを内包しており、

本研究の目的と一致している。以下で考慮した内容を詳細に述べる。 

 最適税額の検討過程においては、本研究の目的を考慮した税額の指標として

税収最大化を重視した。税収額は最大化されたあと減尐し、全体的に凸型のグ

ラフに表せることが判明した。これは企業の生産活動が低下すれば、それにつ

れて課税対象額が減り、税収も減尐するという点で法人税など他税制と同様で

ある。ＧＡＭＳによって算出された結果は、二酸化炭素排出１トンあたり１７，

７００円で、ガソリン１リットルに換算すると４０．７１円の課税額となる。

なお、２００５年比で温室効果ガスを２０２０年に１５％低減、２０５０年に

６０～８０％低下させようとする中長期目標の実現には、１５，０００円／ト

ンの限界削減費用が適当であるとの研究がなされている[69]。その点で今回算出

された最適税額は、他手法で導出された従来研究による提案とほぼ適合してい

ることがいえる。 

 日本における炭素税施行の際にはその税額の多尐に応じて他政策と組み合わ

せ、柔軟に目標を達成することが必要だ。 

 まず９０年比で二酸化炭素排出量を２５％削減しようとするケースでは、ガ

ソリン１リットル当たりに換算すると１１．０４円の課税となるため、前述の

税収最大化ケースと比べて、現実的な値となると思われる。エネルギー集約型

産業については他税減税や社会保険料の低減と組み合わせることで過大な負担

を避けることができると考える。 
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しかしながら、企業がクリーンエネルギーや環境技術を用いて排出量を抑え

た生産活動を行う努力をすれば、一定水準の経済活動を維持したまま課税対象

となる排出を削減することが可能だ。その場合、政府は一定額の環境税収を確

保しつつ、一方では企業による生産は維持されるか成長し続けることとなる。 

 最大税収を実現したい場合は２５％削減のケースと比べて課税は３倍以上の

負担となるため、全産業について広範な軽減・免除措置が必要となる。エネル

ギー産業の中で課税による生産減尐が大きい電力・ガス・熱供給業、運輸など

においては特例的に税率を下げる。他エネルギー産業では、非エネルギー産業

に対しては適用されない環境技術支援のための補助金によって不公平感を解消

する。非エネルギー産業においても他税と保険料の軽減によって適正な負担を

維持できると考える。 

 

６．２ 今後の課題 

 今回の研究では炭素税導入による経済または二酸化炭素排出への影響につい

て検討したが、他税制や特定産業への軽減・免除措置については扱わなかった。

例えばエネルギー集約型産業は課税によって大幅な負担増が見込まれるが、一

定の環境基準をクリアすれば法人税を軽減する措置を行えば税制中立が実現で

きる。そうなれば産業界からの政策に対する支持が得られるはずだ。 

 また、本税によって得た税収を環境政策実行の資金として、どの対象にどれ

だけの財源を割り当てることが適切かも検討しなければならない。税制導入に

よる効果として、もし政府による技術開発支援予算の増加が実現されれば、当

該分野がビジネスとしてより低リスクなものとなり、研究開発に興味のある企

業は今まで以上に参入するようになる。 

 

 一方では今回、エネルギー消費量が特に多い海外各国の存在と、それら国と

の燃料の輸出入が考慮されていなかった。中でも非クリーンエネルギーの石炭

を大量消費する東アジア諸国[67]で製造された製品が日本に輸入され、消費され

た場合は間接的に排出と大気汚染を行っていることになる。このケースでは炭
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素税による環境保全効果は限定的なものとならざるを得ない。税制に加えて環

境負荷製品に関税を加えて、クリーンエネルギーによって生産された自国製品

を消費するよう促すなどの政策と組み合わせることが必要とされると考える。 
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付表１ 平成 17年（2005年）産業連関表 取引基本表（生産者価格評価） （34部門表） 

    01   02   03   04   05   

    農林水産業 鉱業 飲食料品 繊維製品 パルプ・紙・木製品 

01 農林水産業 1643017  504  7111018  35881  413493  

02 鉱業 626  3019  63  37  50733  

03 飲食料品 1244658  0  5369035  13100  21723  

04 繊維製品 57427  4571  42653  1148899  87547  

05 パルプ・紙・木製品 183143  2440  570337  34215  3455155  

06 化学製品 573052  8267  326655  481198  407462  

07 石油・石炭製品 260168  15669  159907  32434  61702  

08 窯業・土石製品 17577  196  137336  2235  79344  

09 鉄鋼 1038  1812  0  220  126419  

10 非鉄金属 0  259  52627  161  28663  

11 金属製品 14747  21204  629438  8335  170957  

12 一般機械 234  4399  2  0  17727  

13 電気機械 3221  311  110  0  1731  

14 情報・通信機器 86  20  185  107  158  

15 電子部品 5  0  88  7  141  

16 輸送機械 67599  40  0  0  0  

17 精密機械 2786  33  113  80  688  

18 その他の製造工業製品 131441  9363  981769  124945  383204  

19 建設 65697  6518  57602  16915  84255  

20 電力・ガス・熱供給業 100052  34577  437203  77693  387858  

21 水道・廃棄物処理 12729  4390  119959  17746  48945  

22 商業 543366  25953  2888790  346162  1090315  

23 金融・保険 226281  70008  330764  195251  243197  

24 不動産 4520  7829  51378  15435  36937  

25 運輸 633183  276017  1211601  114824  541976  

26 情報通信 37206  11267  139738  41280  89248  

27 公務 0  0  0  0  0  

28 教育・研究 10891  4545  224374  27141  79967  

29 医療・保健・社会保障・介護 859  0  0  0  21  

30 その他の公共サービス 3252  2227  27758  5237  9374  

31 対事業所サービス 184088  48698  1125631  130624  376205  

32 対個人サービス 4846  208  4338  891  1988  

33 事務用品 6466  1118  23469  4619  9205  

34 分類不明 168944  9110  178736  16486  72659  

35 内生部門計 6203205  574572  22202677  2892158  8378997  
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    06   07   08   09   10   

    化学製品 石油・石炭製品 窯業・土石製品 鉄鋼 非鉄金属 

01 農林水産業 31173  609  856  2  274  

02 鉱業 136460  10106649  477435  935056  913998  

03 飲食料品 120839  64  3474  22  0  

04 繊維製品 23589  3693  22270  11743  10793  

05 パルプ・紙・木製品 395630  322  149913  16805  30638  

06 化学製品 9007825  30394  192188  99921  84233  

07 石油・石炭製品 2049077  661698  141097  623266  36160  

08 窯業・土石製品 154053  7262  574809  147120  56388  

09 鉄鋼 1201  -8  64916  13290958  11401  

10 非鉄金属 120038  106  40183  198534  2884344  

11 金属製品 242158  10859  76615  20079  18097  

12 一般機械 769  91  22233  8630  3675  

13 電気機械 443  0  33  0  317  

14 情報・通信機器 1897  41  181  125  143  

15 電子部品 211  15  8  42  1849  

16 輸送機械 0  0  0  0  0  

17 精密機械 600  6  386  70  53  

18 その他の製造工業製品 530064  11594  98581  254718  185518  

19 建設 178017  16220  100221  153842  39049  

20 電力・ガス・熱供給業 654585  109354  207894  762012  171591  

21 水道・廃棄物処理 197940  8522  37968  50057  13317  

22 商業 1177229  194258  329827  1023014  354572  

23 金融・保険 414955  94525  192430  237889  126216  

24 不動産 79979  6388  23630  41572  12040  

25 運輸 708525  464441  466479  569473  262096  

26 情報通信 404359  17462  73785  91030  55042  

27 公務 0  0  0  0  0  

28 教育・研究 2022341  38019  255602  193713  152626  

29 医療・保健・社会保障・介護 366  0  0  48  0  

30 その他の公共サービス 44505  6574  7819  21655  2526  

31 対事業所サービス 1383206  82875  380670  397971  177447  

32 対個人サービス 4364  482  1133  3101  1299  

33 事務用品 13296  404  8354  6916  3461  

34 分類不明 43696  5991  61478  110744  27642  

35 内生部門計 20143390  11878910  4012468  19270128  5636805  
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  11   12   13   14   15   

  金属製品 一般機械 電気機械 情報・通信機器 電子部品 

01 農林水産業 0  0  0  0  0  

02 鉱業 880  1506  269  63  313  

03 飲食料品 0  0  0  0  0  

04 繊維製品 16431  40731  49745  18392  58995  

05 パルプ・紙・木製品 56296  54599  116664  73695  100489  

06 化学製品 104615  171716  198184  81407  274366  

07 石油・石炭製品 32574  40425  14959  4204  29350  

08 窯業・土石製品 44051  165854  126719  21541  474242  

09 鉄鋼 2678153  2450737  597523  82749  73058  

10 非鉄金属 807550  619779  1020074  273674  496266  

11 金属製品 745261  1126294  392976  169983  273103  

12 一般機械 25218  6152528  243520  36462  56826  

13 電気機械 12225  762289  1630728  245726  369089  

14 情報・通信機器 388  17224  1660  355948  2970  

15 電子部品 42574  866882  1606785  3728460  4988634  

16 輸送機械 0  3875  0  0  0  

17 精密機械 369  155237  14217  25620  6922  

18 その他の製造工業製品 103956  724335  655097  493596  441127  

19 建設 109330  88024  62443  28035  89032  

20 電力・ガス・熱供給業 201682  280114  154157  68454  333791  

21 水道・廃棄物処理 18123  71935  23022  8250  42801  

22 商業 667424  1933937  1084816  780859  682884  

23 金融・保険 208774  425658  151325  105731  162307  

24 不動産 45926  82649  47858  23900  24785  

25 運輸 384070  620683  326601  215122  304665  

26 情報通信 148540  359357  256920  205202  166076  

27 公務 0  0  0  0  0  

28 教育・研究 118247  986641  1252244  770294  1654923  

29 医療・保健・社会保障・介護 0  0  0  0  0  

30 その他の公共サービス 15406  53207  11152  14973  10812  

31 対事業所サービス 432587  1294374  753692  510155  726556  

32 対個人サービス 1832  4593  3310  1873  3415  

33 事務用品 13457  36888  20987  14690  22119  

34 分類不明 46118  181738  51171  19016  14722  

35 内生部門計 7082057  19773809  10868818  8378074  11884638  
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  16   17   18   19   20   

  輸送機械 精密機械 その他の製造工業製品 建設 電力・ガス・熱供給 

01 農林水産業 57  0  204870  87905  0  

02 鉱業 3608  43  10990  502664  3306757  

03 飲食料品 0  0  24435  0  0  

04 繊維製品 99688  5507  114725  182190  3562  

05 パルプ・紙・木製品 76596  23382  1023329  2929128  34537  

06 化学製品 530011  24560  3228057  275895  16089  

07 石油・石炭製品 108325  3501  46662  704416  1066224  

08 窯業・土石製品 402557  89909  87362  3623305  1184  

09 鉄鋼 2454127  47635  76416  1458233  0  

10 非鉄金属 1022919  95039  192419  497465  13149  

11 金属製品 519881  76117  229324  6190568  14242  

12 一般機械 531441  34111  63384  417882  165  

13 電気機械 1364437  63127  7145  493668  111  

14 情報・通信機器 401148  117  1566  105975  191  

15 電子部品 394172  626405  108884  13526  265  

16 輸送機械 24604589  0  0  0  0  

17 精密機械 34049  77386  5013  6540  0  

18 その他の製造工業製品 2044834  177444  4287057  1047942  162223  

19 建設 68037  14631  92300  143850  1046250  

20 電力・ガス・熱供給業 507878  42495  407793  256217  678501  

21 水道・廃棄物処理 59246  8559  43208  148729  131373  

22 商業 2553585  220555  1780332  4123288  379221  

23 金融・保険 404587  96922  453468  937841  635453  

24 不動産 42728  10253  75210  160378  161725  

25 運輸 886901  72008  1170495  3343445  498654  

26 情報通信 193154  32000  212414  757075  341540  

27 公務 0  0  0  0  0  

28 教育・研究 1823954  235196  457185  79319  437447  

29 医療・保健・社会保障・介護 0  0  39  20  23  

30 その他の公共サービス 16471  2443  20402  60666  28647  

31 対事業所サービス 1577766  173114  925597  4957399  1513348  

32 対個人サービス 6292  416  7024  30402  2603  

33 事務用品 24721  3364  18692  20786  15683  

34 分類不明 49167  6937  97354  487746  56315  

35 内生部門計 42806926  2263176  15473151  34044463  10545482  
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  21   22   23   24   25   

  水道・廃棄物処理 商業 金融・保険 不動産 運輸 

01 農林水産業 0  9311  0  81  1939  

02 鉱業 245  0  0  0  57  

03 飲食料品 0  16520  0  0  8619  

04 繊維製品 12093  375143  66539  1582  87075  

05 パルプ・紙・木製品 26298  806118  189829  34957  298732  

06 化学製品 117245  883  1184  1113  20499  

07 石油・石炭製品 118105  224977  18480  32472  5205624  

08 窯業・土石製品 21480  36241  770  2533  1980  

09 鉄鋼 2913  0  0  0  13822  

10 非鉄金属 1153  1420  0  0  546  

11 金属製品 5265  332702  2552  17331  75088  

12 一般機械 32927  777  0  0  4831  

13 電気機械 674  28918  242  647  10369  

14 情報・通信機器 365  14634  2864  1519  3639  

15 電子部品 75  4140  2831  0  172  

16 輸送機械 0  0  0  0  737675  

17 精密機械 672  156441  2810  303  1798  

18 その他の製造工業製品 247882  1119446  867455  29435  231861  

19 建設 231683  651679  164048  3047681  505823  

20 電力・ガス・熱供給業 373113  1702475  133727  194332  705874  

21 水道・廃棄物処理 493129  337432  112246  25486  262486  

22 商業 173704  1826085  252847  72325  1665151  

23 金融・保険 74613  5707629  4478944  3798522  2220168  

24 不動産 18237  2879732  569767  378002  749394  

25 運輸 289057  5458445  819735  150947  5919613  

26 情報通信 255263  4223835  2328652  137929  604955  

27 公務 0  0  0  0  0  

28 教育・研究 1231  327863  19473  170  99285  

29 医療・保健・社会保障・介護 206  2129  1134  90  2612  

30 その他の公共サービス 53817  52324  103130  20495  58113  

31 対事業所サービス 596623  6035146  4674937  1385730  6605944  

32 対個人サービス 1718  104906  10815  51159  25011  

33 事務用品 15412  377580  150126  16659  79063  

34 分類不明 60082  648091  109995  235786  269593  

35 内生部門計 3225280  33463022  15085132  9637286  26477411  
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  26   27   28   29   30   

  
情報通信 公務 教育・研究 

医療・保健・ 

社会保障・介護 

その他の公共 

サービス 

01 農林水産業 0  2140  34205  225434  8564  

02 鉱業 0  429  5111  408  0  

03 飲食料品 9  9467  30590  706339  6492  

04 繊維製品 59419  93891  16443  165954  98446  

05 パルプ・紙・木製品 874319  78586  204035  274720  84212  

06 化学製品 93291  29467  187027  6476823  10848  

07 石油・石炭製品 47257  334110  272335  185324  27186  

08 窯業・土石製品 466  7705  63175  59501  3764  

09 鉄鋼 0  928  0  388  24  

10 非鉄金属 1994  6439  1601  61574  812  

11 金属製品 12668  174282  4203  16119  8893  

12 一般機械 414  12027  0  0  0  

13 電気機械 8756  66606  14230  2830  0  

14 情報・通信機器 6348  79591  1670  1035  450  

15 電子部品 73690  134571  53174  62  0  

16 輸送機械 0  764324  1568  0  0  

17 精密機械 17101  30745  562  444924  122  

18 その他の製造工業製品 1475130  982398  872116  336818  252709  

19 建設 233419  588219  453558  293525  13406  

20 電力・ガス・熱供給業 314668  446391  784309  647329  20445  

21 水道・廃棄物処理 165490  818929  390269  537219  15385  

22 商業 714522  581473  702208  2835627  183921  

23 金融・保険 636153  126344  314064  660311  88074  

24 不動産 897579  36347  284839  307729  94826  

25 運輸 1106699  1195672  705266  870549  138163  

26 情報通信 4763584  1338661  1095032  751008  337643  

27 公務 0  0  0  0  0  

28 教育・研究 503975  6396  85024  7595  0  

29 医療・保健・社会保障・介護 2107  322  336  893380  53  

30 その他の公共サービス 48368  253  50553  57901  0  

31 対事業所サービス 5725660  2091211  1863246  2276151  369527  

32 対個人サービス 471242  21727  45097  681959  17133  

33 事務用品 75711  73672  128164  119903  20858  

34 分類不明 478967  15554  504013  160936  11163  

35 内生部門計 18809006  10148877  9168023  20059375  1813119  
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  31   32   33   34   35   

  対事業所サ

ービス 
対個人サービス 事務用品 分類不明 内生部門計 

01 農林水産業 1006  1038617  0  0  10850956  

02 鉱業 275  -382  0  1335  16458647  

03 飲食料品 500  5382027  0  10014  12967927  

04 繊維製品 125784  184769  29608  30896  3350793  

05 パルプ・紙・木製品 221657  298216  669472  51584  13440048  

06 化学製品 239539  368195  33361  59187  23754757  

07 石油・石炭製品 115337  307525  0  65435  13045985  

08 窯業・土石製品 70715  105221  6365  32619  6625579  

09 鉄鋼 7778  1648  37  45938  23490064  

10 非鉄金属 19814  17754  1394  32199  8509949  

11 金属製品 85875  112940  354  23239  11821749  

12 一般機械 1758344  41443  76364  0  9546424  

13 電気機械 438304  13451  0  7549  5547287  

14 情報・通信機器 127339  6466  0  0  1136050  

15 電子部品 701535  42  40625  0  13389870  

16 輸送機械 1833918  3091  0  0  28016679  

17 精密機械 44820  17469  0  0  1047935  

18 その他の製造工業製品 1443848  532410  252248  49476  21542040  

19 建設 175208  301196  0  0  9119713  

20 電力・ガス・熱供給業 290719  1239912  0  26158  12753353  

21 水道・廃棄物処理 73840  1178446  0  48550  5525726  

22 商業 1708624  3525607  323705  67954  36814140  

23 金融・保険 2533832  810215  0  2326986  29489437  

24 不動産 322496  735293  0  13276  8242637  

25 運輸 949123  1598398  84276  179239  32536441  

26 情報通信 5906722  1220762  0  95669  26692410  

27 公務 0  0  0  1109667  1109667  

28 教育・研究 98904  24834  0  139098  12138517  

29 医療・保健・社会保障・介護 439  2388  0  942  907514  

30 その他の公共サービス 129787  198345  0  10711  1148903  

31 対事業所サービス 5963626  1792907  0  162405  56695116  

32 対個人サービス 118178  629286  0  13673  2276314  

33 事務用品 86062  104784  0  1120  1517809  

34 分類不明 272444  157739  0  0  4630133  

35 内生部門計 25866392  21951014  1517809  4604919  466140569  
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  37   38   39   40   41   

  家計外 

消費支出（列） 
民間消費支出 

一般政府 

消費支出 

国内総固定 

資本形成（公的） 

国内総固定資

本形成（民間） 

01 農林水産業 80714  3482543  0  0  197752  

02 鉱業 -7052  -8002  0  0  -8432  

03 飲食料品 936784  26809656  327785  0  0  

04 繊維製品 108732  3787188  0  574  265648  

05 パルプ・紙・木製品 115063  477800  1684  14429  335827  

06 化学製品 193044  2630876  0  0  0  

07 石油・石炭製品 33682  5853920  0  0  0  

08 窯業・土石製品 25056  231145  0  0  0  

09 鉄鋼 0  -32731  0  -26571  -159596  

10 非鉄金属 1532  106718  0  0  26061  

11 金属製品 29875  321361  508  1978  267701  

12 一般機械 4346  87674  38  213963  14605102  

13 電気機械 71819  2838223  0  280541  4084893  

14 情報・通信機器 1287996  3680420  0  329440  4837171  

15 電子部品 3078  237524  0  0  0  

16 輸送機械 0  5567891  0  156347  6476720  

17 精密機械 16791  901453  88  121306  1737097  

18 その他の製造工業製品 245487  3311498  4297  107468  1024644  

19 建設 0  0  0  20535717  33581894  

20 電力・ガス・熱供給業 4630  5889401  0  0  0  

21 水道・廃棄物処理 3246  2131416  634473  0  0  

22 商業 1595669  46974695  6873  414393  12355428  

23 金融・保険 250  11941693  0  0  0  

24 不動産 0  57908362  37145  0  0  

25 運輸 487915  14915197  -74768  29398  776109  

26 情報通信 215154  10976086  35886  1078446  7330107  

27 公務 0  786643  36641567  0  0  

28 教育・研究 0  7608327  16803455  0  0  

29 医療・保健・社会保障・介護 487919  12195277  36622546  0  0  

30 その他の公共サービス 0  3895555  0  0  0  

31 対事業所サービス 76953  4540344  0  560223  2249777  

32 対個人サービス 10783991  40798816  0  0  0  

33 事務用品 0  0  0  0  0  

34 分類不明 0  26326  0  0  0  

35 内生部門計 16802674  280873295  91041577  23817652  89983903  
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  42   43   44   45   46   

  
在庫純増 国内最終需要計 国内需要合計 輸出 調整項 

01 農林水産業 721993  4483002  15333958  60143  2321  

02 鉱業 -97649  -121135  16337512  29805  1294  

03 飲食料品 249404  28323629  41291556  253222  11843  

04 繊維製品 -85218  4076924  7427717  520052  25601  

05 パルプ・紙・木製品 127443  1072246  14512294  338468  16240  

06 化学製品 92943  2916863  26671620  4648614  201700  

07 石油・石炭製品 -159602  5728000  18773985  867196  17609  

08 窯業・土石製品 58251  314452  6940031  718143  30328  

09 鉄鋼 219688  790  23490854  2658079  114601  

10 非鉄金属 65360  199671  8709620  1171754  55612  

11 金属製品 64779  686202  12507951  612566  29512  

12 一般機械 243803  15154926  24701350  8118645  341538  

13 電気機械 52842  7328318  12875605  5291144  230449  

14 情報・通信機器 -85173  10049854  11185904  3964327  175206  

15 電子部品 8732  249334  13639204  6114400  266455  

16 輸送機械 244191  12445149  40461828  14898641  460527  

17 精密機械 -15107  2761628  3809563  1340624  56910  

18 その他の製造工業製品 104831  4798225  26340265  2584022  114914  

19 建設 0  54117611  63237324  0  0  

20 電力・ガス・熱供給業 0  5894031  18647384  31044  0  

21 水道・廃棄物処理 0  2769135  8294861  13326  0  

22 商業 197402  61544460  98358600  8620512  0  

23 金融・保険 0  11941943  41431380  654576  0  

24 不動産 0  57945507  66188144  19254  0  

25 運輸 71998  16205849  48742290  5669407  0  

26 情報通信 -11466  19624213  46316623  330825  2598  

27 公務 0  37428210  38537877  0  0  

28 教育・研究 0  24411782  36550299  384294  0  

29 医療・保健・社会保障・介護 0  49305742  50213256  211  0  

30 その他の公共サービス 0  3895555  5044458  20027  0  

31 対事業所サービス 0  7427297  64122413  668111  87  

32 対個人サービス 0  51582807  53859121  963149  1835  

33 事務用品 0  0  1517809  0  0  

34 分類不明 0  26326  4656459  46757  143  

35 内生部門計 2069445  504588546  970729115  71611338  2157323  
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  47   48   49   50   51   

  
輸出計 最終需要計 需要合計 （控除）輸入 （控除）関税 

01 農林水産業 62464  4545466  15396422  -2092569  -42648  

02 鉱業 31099  -90036  16368611  -14054291  -36891  

03 飲食料品 265065  28588694  41556621  -4625095  -363904  

04 繊維製品 545653  4622577  7973370  -3205556  -224072  

05 パルプ・紙・木製品 354708  1426954  14867002  -1911727  -28909  

06 化学製品 4850314  7767177  31521934  -3807771  -37626  

07 石油・石炭製品 884805  6612805  19658790  -2591158  -9913  

08 窯業・土石製品 748471  1062923  7688502  -504382  -3044  

09 鉄鋼 2772680  2773470  26263534  -897012  -7277  

10 非鉄金属 1227366  1427037  9936986  -2474045  -8792  

11 金属製品 642078  1328280  13150029  -630672  -3273  

12 一般機械 8460183  23615109  33161533  -2648703  0  

13 電気機械 5521593  12849911  18397198  -2429477  -10  

14 情報・通信機器 4139533  14189387  15325437  -4101871  0  

15 電子部品 6380855  6630189  20020059  -3626958  0  

16 輸送機械 15359168  27804317  55820996  -2674069  0  

17 精密機械 1397534  4159162  5207097  -1414262  -776  

18 その他の製造工業製品 2698936  7497161  29039201  -3182179  -116067  

19 建設 0  54117611  63237324  0  0  

20 電力・ガス・熱供給業 31044  5925075  18678428  -1262  0  

21 水道・廃棄物処理 13326  2782461  8308187  -1716  0  

22 商業 8620512  70164972  106979112  -704600  0  

23 金融・保険 654576  12596519  42085956  -499171  0  

24 不動産 19254  57964761  66207398  -1463  0  

25 運輸 5669407  21875256  54411697  -3667297  0  

26 情報通信 333423  19957636  46650046  -707962  0  

27 公務 0  37428210  38537877  0  0  

28 教育・研究 384294  24796076  36934593  -641415  0  

29 医療・保健・社会保障・介護 211  49305953  50213467  -2070  0  

30 その他の公共サービス 20027  3915582  5064485  -33851  0  

31 対事業所サービス 668198  8095495  64790611  -1040258  0  

32 対個人サービス 964984  52547791  54824105  -2801801  0  

33 事務用品 0  0  1517809  0  0  

34 分類不明 46900  73226  4703359  -734390  -467  

35 内生部門計 73768661  578357207  1044497776  -67709053  -883669  
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  52   53   54   57   59   

  （控除）輸入

品商品税 

（控除） 

輸入計 
最終需要部門計 国内生産額 

国内総生産 

（支出側） 

01 農林水産業 -106630  -2241847  2303619  13154575  2222905  

02 鉱業 -1269048  -15360230  -15450266  1008381  -15443214  

03 飲食料品 -678272  -5667271  22921423  35889350  21984639  

04 繊維製品 -168951  -3598579  1023998  4374791  915266  

05 パルプ・紙・木製品 -96806  -2037442  -610488  12829560  -725551  

06 化学製品 -189587  -4034984  3732193  27486950  3539149  

07 石油・石炭製品 -137549  -2738620  3874185  16920170  3840503  

08 窯業・土石製品 -25147  -532573  530350  7155929  505294  

09 鉄鋼 -45215  -949504  1823966  25314030  1823966  

10 非鉄金属 -124142  -2606979  -1179942  7330007  -1181474  

11 金属製品 -31636  -665581  662699  12484448  632824  

12 一般機械 -134340  -2783043  20832066  30378490  20827720  

13 電気機械 -135622  -2565109  10284802  15832089  10212983  

14 情報・通信機器 -211942  -4313813  9875574  11011624  8587578  

15 電子部品 -181345  -3808303  2821886  16211756  2818808  

16 輸送機械 -130609  -2804678  24999639  53016318  24999639  

17 精密機械 -69366  -1484404  2674758  3722693  2657967  

18 その他の製造工業製品 -146107  -3444353  4052808  25594848  3807321  

19 建設 0  0  54117611  63237324  54117611  

20 電力・ガス・熱供給業 0  -1262  5923813  18677166  5919183  

21 水道・廃棄物処理 0  -1716  2780745  8306471  2777499  

22 商業 0  -704600  69460372  106274512  67864703  

23 金融・保険 0  -499171  12097348  41586785  12097098  

24 不動産 0  -1463  57963298  66205935  57963298  

25 運輸 0  -3667297  18207959  50744400  17720044  

26 情報通信 -6127  -714089  19243547  45935957  19028393  

27 公務 0  0  37428210  38537877  37428210  

28 教育・研究 0  -641415  24154661  36293178  24154661  

29 医療・保健・社会保障・介護 0  -2070  49303883  50211397  48815964  

30 その他の公共サービス 0  -33851  3881731  5030634  3881731  

31 対事業所サービス -1203  -1041461  7054034  63749150  6977081  

32 対個人サービス -295  -2802096  49745695  52022009  38961704  

33 事務用品 0  0  0  1517809  0  

34 分類不明 -483  -735340  -662114  3968019  -662114  

35 内生部門計 -3890422  -72483144  505874063  972014632  489071389  
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  01   02   03   04   05   06   07   08   09   

  
農林水産業 鉱業 飲食料品 繊維製品 

パルプ・紙・

木製品 
化学製品 

石油・石炭製

品 

窯業・土石

製品 
鉄鋼 

37 家計外消費支出 66125  51566  442209  63832  215122  537907  49106  135574  195951  

38 雇用者所得 1368885  186157  4627820  1048943  2306716  2732675  255145  1561322  2267239  

39 営業余剰 3755010  48633  4040650  69686  847863  1729146  131650  565591  1486333  

40 資本減耗引当 1327496  82952  1136941  147126  668846  1708232  242063  576012  1442266  

41 間接税（除関税） 572580  66460  3656403  153623  412929  636540  4416760  305485  653100  

42 （控除）経常補助金 -138726  -1959  -217350  -577  -913  -940  -53464  -523  -987  

54 粗付加価値部門計 6951370  433809  13686673  1482633  4450563  7343560  5041260  3143461  6043902  

57 国内生産額 13154575  1008381  35889350  4374791  12829560  27486950  16920170  7155929  25314030  

58 国内純生産（要素費用） 5123895  234790  8668470  1118629  3154579  4461821  386795  2126913  3753572  

59 国内総生産（生産側） 6885245  382243  13244464  1418801  4235441  6805653  4992154  3007887  5847951  
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  10   11   12   13   14   15   16   17   18   

  
非鉄金属 金属製品 一般機械 電気機械 

情報・ 

通信機器 
電子部品 輸送機械 精密機械 

その他の製造 

工業製品 

37 家計外消費支出 78796  264752  490116  324613  276905  276370  389096  61902  510991  

38 雇用者所得 880989  3656194  6517767  3057628  1460983  2867645  6509999  923101  6227357  

39 営業余剰 138212  460288  1364859  396629  230617  213046  970563  178140  1383252  

40 資本減耗引当 382872  617382  1648054  938967  498084  741983  1554327  198864  1261389  

41 間接税（除関税） 212679  404898  585916  246352  167446  229070  789689  97824  740908  

42 （控除）経常補助金 -346  -1123  -2031  -918  -485  -996  -4282  -314  -2200  

54 粗付加価値部門計 1693202  5402391  10604681  4963271  2633550  4327118  10209392  1459517  10121697  

57 国内生産額 7330007  12484448  30378490  15832089  11011624  16211756  53016318  3722693  25594848  

58 国内純生産（要素費用） 1019201  4116482  7882626  3454257  1691600  3080691  7480562  1101241  7610609  

59 国内総生産（生産側） 1614406  5137639  10114565  4638658  2356645  4050748  9820296  1397615  9610706  
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  19   20   21   22   23   24   25   26   27   

  
建設 

電力・ガス・ 

熱供給 

水道・廃棄物

処理 
商業 金融・保険 不動産 運輸 情報通信 公務 

37 家計外消費支出 958390  304238  158268  2386121  1079878  181813  854630  2261399  544888  

38 雇用者所得 22309670  2064275  2648955  42068805  11577132  2129177  14741551  12367442  16181351  

39 営業余剰 624169  1541168  791292  18676373  8558883  29007776  2733696  4768508  0  

40 資本減耗引当 3407584  3094363  1253004  5947409  4495718  21648821  3933345  6134019  11556133  

41 間接税（除関税） 2194913  1214432  401650  3806231  1901461  3677205  2182496  1603291  106628  

42 （控除）経常補助金 -301865  -86792  -171978  -73449  -1111419  -76143  -178729  -7708  0  

54 粗付加価値部門計 29192861  8131684  5081191  72811490  26501653  56568649  24266989  27126951  28389000  

57 国内生産額 63237324  18677166  8306471  106274512  41586785  66205935  50744400  45935957  38537877  

58 国内純生産（要素費用） 22933839  3605443  3440247  60745178  20136015  31136953  17475247  17135950  16181351  

59 国内総生産（生産側） 28234471  7827446  4922923  70425369  25421775  56386836  23412359  24865552  27844112  
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  28   29   30   31   32   33   34   35   

  
教育・研究 

医療・保健・社会保

障・介護 

その他の公共サ

ービス 

対事業所 

サービス 

対個人 

サービス 
事務用品 分類不明 内生部門計 

37 家計外消費支出 378261  662799  153498  1237432  1192400  0  17726  16802674  

38 雇用者所得 22074557  23828328  2672461  20776644  14813848  0  106763  258817524  

39 営業余剰 117689  2555473  53463  6250916  7136026  0  -1241026  99584574  

40 資本減耗引当 4311736  3114335  312615  7795707  4030635  0  435566  96644846  

41 間接税（除関税） 297967  827230  154285  1868037  2901935  0  44690  37531113  

42 （控除）経常補助金 -55055  -836143  -128807  -45978  -3849  0  -619  -3506668  

54 粗付加価値部門計 27125155  30152022  3217515  37882758  30070995  0  -636900  505874063  

57 国内生産額 36293178  50211397  5030634  63749150  52022009  1517809  3968019  972014632  

58 国内純生産（要素費用） 22192246  26383801  2725924  27027560  21949874  0  -1134263  358402098  

59 国内総生産（生産側） 26746894  29489223  3064017  36645326  28878595  0  -654626  489071389  
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付表２ GAMS 入力用社会会計表（ＳＡＭ） 

 

 infra oil_gas trans eneint roe cons inv nx 

infra 67.8501 10.9354 70.5874 242.0142 883.9482 589.4031 0.000 2.9782 

oil_gas 106.6224 66.1698 520.5624 292.1804 319.0635 588.7602 -15.9602 -185.3815 

trans 49.8654 46.4441 591.9613 345.6948 2219.6785 1532.8344 87.7505 200.2110 

eneint 21.4033 4.9564 56.6894 3813.2507 4987.6775 52483.8267 189.9357 42.6253 

roe 808.8070 1059.3853 1407.9406 2034.6733 26441.2749 35440.4350 11325.3740 68.1187 

labor 236.8513 30.4251 1559.6181 1669.0854 24066.0399    

capital 463.5531 37.3713 666.7041 1166.8930 17288.4205    

tax 112.7640 436.3296 200.3767 274.3399 2378.6343    

 

（注） 

infra: 電力・ガス・熱供給業 

oil_gas: 石油・石炭製品 

trans: 運輸 

eneint: エネルギー集約型産業 

roe: その他産業 

 

cons: 消費 

inv: 投資 

nx: 純輸出 

 

labor: 雇用者所得 

capital: 資本 

tax: 税 
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付表３ 国民経済計算 平成２０年度確報 

１．国内総生産（支出側、名目）（単位：１０億円） 

 

   項    目 平成 17年度 

１． 民間最終消費支出 287,271.6 

    （１）家計最終消費支出 280,768.4 

        ａ．国内家計最終消費支出 278,558.7 

        ｂ．居住者家計の海外での直接購入 3,088.1 

        ｃ．（控除) 非居住者家計の国内での直接購入 878.4 

                家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃） 235,060.9 

          持ち家の帰属家賃 45,707.5 

    （２）対家計民間非営利団体最終消費支出 6,503.2 

２． 政府最終消費支出 90,578.9 

   家計現実最終消費 338,114.3 

   政府現実最終消費 39,736.3 

３． 総資本形成 118,834.1 

    （１）総固定資本形成 117,281.4 

        ａ．民間 94,287.9 

           （ａ）住宅 18,387.0 

           （ｂ）企業設備 75,901.0 

        ｂ．公的 22,993.5 

           （ａ）住宅 582.2 

           （ｂ）企業設備 4,468.8 

           （ｃ）一般政府 17,942.5 

    （２）在庫品増加 1,552.7 

        ａ．民間企業 1,301.5 

           （ａ）製品在庫 283.6 

           （ｂ）仕掛品在庫 844.3 

           （ｃ）原材料在庫 -124.3 

           （ｄ）流通在庫 298.0 

        ｂ．公的 251.1 

           （ａ）公的企業 182.1 

           （ｂ）一般政府 69.0 

４． 財貨・サービスの純輸出 6,502.0 

    （１）財貨・サービスの輸出 74,902.1 

        ａ．財貨の輸出 65,172.2 

             ｂ．サービスの輸出（含む非居住者家計の国内での直接購入） 9,729.9 

    （２）（控除）財貨・サービスの輸入 68,400.1 

        ａ．財貨の輸入 55,609.0 

              ｂ．サービスの輸入（含む居住者家計の海外での直接購入） 12,791.1 

４． 財貨・サービスの純輸出 503,186.7 
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付表４ 

CO2排出原単位 基本分類 項目 国内生産額 直接 CO2排出量 単位直接 CO2排出量 

列コード 部門名 単位（生産者価格ベース） 百万円 t-C t-C/百万円 

1 1 農林水産業      14369689  4604627  0.320  

2 2 鉱業        1378652  201813  0.146  

3 3 食料品        38924619  4049582  0.104  

4 4 繊維製品       7093605  968322  0.137  

5 5 パルプ・紙・木製品 14861895  5243500  0.353  

6 6 化学製品     26102452  13782497  0.528  

7 7 石油・石炭製品    12983407  11106876  0.855  

8 8 窯業・土石製品   8369081  18588882  2.221  

9 9 鉄鋼         17159538  44829461  2.613  

10 10 非鉄金属       6137764  1496721  0.244  

11 11 金属製品       13452388  1390443  0.103  

12 12 一般機械      28586673  1052786  0.037  

13 13 電気機械       53402802  1607016  0.030  

14 14 輸送機械      42667472  1877948  0.044  

15 15 精密機械       3938934  145391  0.037  

16 16 その他の製造工業製品 32638428  2188359  0.067  

17 17 建設         77310529  3902825  0.050  

18 18 電力・ガス・熱供給  19288195  103244987  5.353  

19 19 水道・廃棄物処理   7716175  8673661  1.124  

20 20 商業         96947625  3529304  0.036  

21 21 金融・保険      38149484  296736  0.008  

22 22 不動産        65852662  883168  0.013  

23 23 運輸         47906891  57617601  1.203  

24 24 通信・放送      22139486  441823  0.020  

25 25 公務         36225894  2936992  0.081  

26 26 教育・研究      36293942  3060909  0.084  

27 27 医療・保健・社会保障・介護 44005973  3583981  0.081  

28 28 その他の公共サービス 4232304  325834  0.077  

29 29 対事業所サービス 76245955  1707642  0.022  

30 30 対個人サービス 58449447  5725513  0.098  

31 31 事務用品       1842168  0  0.000  

32 32 分類不明       4212331  471247  0.112  

33   内生部門計 958886460  309536446    

            

34   家計外消費支出（列）   386529    

35   家計消費支出   46882243    

    総合計   356805218    
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付表５ 平成１９年度排出量集計結果（環境省） 
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付表６ ＧＡＭＳ入力用プログラム 

 

$title: Japanese CGE model of carbon tax in 2005 

 

Sets 

******************************* 

*産業セクター入力             * 

******************************* 

i industry sectors 

/ 

infra   electric and gas and heat 

oil_gas energy 

trans   transportation 

eneint  energy intensive industries 

roe     rest of economy 

/ 

 

******************************* 

*エネルギー産業の定義         * 

******************************* 

e(i) energy industries /infra,oil_gas,trans,eneint,roe/ 

ne(i) non-energy industries 

 

f primary factors 

/ 

labor   labor 

capital capital 

/ 

 

d final demands 

/ 

cons consumption 

inv investment 

nx net exports 

/ 

cd(d) consumption demand 

id(d) investment demand 

nd(d) net export demand 

 

Parameters 
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x0 benchmark intermediate transactions matrix 

v0 benchmark factor supply matrix 

g0 benchmark final demand matrix 

tax0 benchmark net tax revenue 

tr0 benchmark tax rate on output 

y0 benchmark aggregate output 

cons0 benchmark consumption 

inv0 benchmark investment 

nx0 benchmark net exports 

a0 benchmark armington aggregate use 

; 

 

Alias (i,j); 

cd(d)$sameas(d,"cons") = yes; 

id(d)$sameas(d,"inv") = yes; 

nd(d)$sameas(d,"nx")= yes; 

ne(i)$(not e(i)) = yes; 

 

******************************* 

*社会会計表の入力             * 

******************************* 

Table sam(*,*) unit: 10 billion yen 

 

         infra       oil_gas     trans      eneint     roe         cons       inv        nx 

infra    67.8501    10.9354    70.5874   242.0142   883.9482    589.4031   0.000      2.9782 

oil_gas  106.6224    66.1698   520.5624  292.1804  319.0635   588.7602   -15.9602   -185.3815 

trans    49.8654    46.4441    591.9613  345.6948  2219.6785  1532.8344  87.7505    200.2110 

eneint   21.4033    4.9564     56.6894   3813.2507 4987.6775  52483.8267 189.9357   42.6253 

roe      808.8070  1059.3853  1407.9406  2034.6733 26441.2749  35440.4350 11325.3740 68.1187 

labor    236.8513   30.4251    1559.6181  1669.0854  24066.0399 

capital  463.5531    37.3713     666.7041   1166.8930  17288.4205 

tax      112.7640    436.3296    200.3767   274.3399   2378.6343 

; 

 

x0(i,j) = sam(i,j); 

v0(f,j) = sam(f,j); 

g0(i,d) = sam(i,d); 

 

tax0(j) = sam("tax",j); 

tr0(j) = tax0(j) / (sum(i,x0(i,j)) + sum(f,v0(f,j)) + tax0(j)); 
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y0(j) = sum(i,x0(i,j)) + sum(f,v0(f,j)) + tax0(j); 

nx0(i) = sum(nd,g0(i,nd)); 

cons0 = sum((i,cd),g0(i,cd)); 

inv0 = sum((i,id),g0(i,id)); 

a0(i) = y0(i) - nx0(i); 

Display v0, g0, tr0, y0, nx0, a0; 

 

******************************* 

*産業による二酸化炭素排出量入力* 

******************************* 

Parameters 

co2(e) co2 emissions by fuel-- ten mega ton / 

infra 780 

oil_gas 198.3 

trans 2570 

eneint 846.3 

roe 529.3 

/ 

ccoef co2 coefficient on energy (tons of co2 per yen) 

scalars 

co2_carb co2 to carbon molecular weight conversion factor 

carblim0 benchmark carbon emission rights 

carblim carbon emission rights /0/ 

carbtax carbon tax /0/ 

ra0 benchmark income level of representative agent 

; 

co2_carb = 12 / 44; 

 

ccoef(e) = 1e-4 * co2(e) / a0(e); 

display ccoef; 

carblim0 = 1e-4 * sum(e, co2(e)); 

 

$sysinclude mpsgeset japan_co2 

option mcp = path; 

 

ctax.l = 0; 

japan_co2.iterlim = 0; 

$include japan_co2.gen 

solve japan_co2 using mcp; 

pcons.fx = 1; 
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japan_co2.iterlim = 8000; 

$include japan_co2.gen 

solve japan_co2 using mcp; 

ra0 = ra.l; 

carblim = carblim0; 

pcarb.l = 1; 

$include japan_co2.gen 

solve japan_co2 using mcp; 

$offlisting 

$offsymxref offsymlist 

options 

limrow = 0 

limcol = 0 

solprint = off 

sysout = off 

; 

Sets 

iter iteration over level of carbon constraint /iter1 * iter5/ 

; 

Parameters 

results display aggregate results 

p_impacts price impacts (percent change) 

q_impacts quantity impacts (percent change) 

c_impacts consumption impacts (percent change) 

infra_impacts infra input impacts by sector (percent change) 

oil_gas_impacts oil_gas input impacts by sector (percent change) 

trans_impacts trans input impacts by sector (percent change) 

emiss industrial co2 emissions (mt) 

mac industrial marginal abatement cost curves 

; 

loop(iter, 

carblim = carblim0; 

carbtax = 0; 

$include japan_co2.gen 

solve japan_co2 using mcp; 

carbtax = 0 * co2_carb * (ord(iter) - 1); 

carblim$carbtax = 0; 

$include japan_co2.gen 

solve japan_co2 using mcp; 

results(iter,"pcarb") = pcarb.l / co2_carb; 
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results(iter,"emissions") = 1e4 *(carblim * ctax.l + 

carblim0$(carbtax = 0)); 

results(iter,"abatement") = 1e4 * carblim - 

results(iter,"emissions"); 

results(iter,"cons")= ra.l / 100; 

results(iter,"% ev")= (ra.l / ra0 - 1) * 100; 

results(iter,"gdp") = (ra.l + sum(id, sum(ne, p.l(ne) * 

g0(ne,id)) + sum(e, pce.l(e) * g0(e,id))) 

+ sum(i, p.l(i) * nx0(i))) / 100; 

results(iter,"% gdp") = ((ra.l + sum(id, sum(ne, p.l(ne) * 

g0(ne,id)) + sum(e, pce.l(e) * g0(e,id))) + 

sum(i, p.l(i) * nx0(i))) / 

(ra.l + sum(id, sum(ne, g0(ne,id)) + 

sum(e, g0(e,id))) + sum(i, nx0(i))) - 1) * 

100; 

p_impacts(iter,"pcarb") = results(iter,"pcarb"); 

p_impacts(iter,ne) = (p.l(ne) - 1) * 100; 

p_impacts(iter,e) = (pce.l(e) - 1) * 100; 

q_impacts(iter,"pcarb") = results(iter,"pcarb"); 

q_impacts(iter,i) = (qd.l(i) / y0(i) - 1) * 100; 

c_impacts(iter,"pcarb") = results(iter,"pcarb"); 

c_impacts(iter,ne) = (necons.l(ne) / sum(cd,g0(ne,cd)) - 1) * 

100; 

c_impacts(iter,e) = (econs.l(e) / sum(cd,g0(e,cd)) - 1) * 100; 

infra_impacts(iter,"pcarb") = results(iter,"pcarb"); 

oil_gas_impacts(iter,"pcarb") = results(iter,"pcarb"); 

oil_gas_impacts(iter,i)$x0("oil_gas",i) = (qeint.l("oil_gas",i) / 

x0("oil_gas",i) - 1) * 100; 

trans_impacts(iter,"pcarb") = results(iter,"pcarb"); 

trans_impacts(iter,i)$x0("trans",i) = (qeint.l("trans",i) / 

x0("trans",i) - 1) * 100; 

emiss(iter,"pcarb") = results(iter,"pcarb"); 

emiss(iter,i) = 1e4 * sum(e,ccoef(e) * qeint.l(e,i)); 

emiss(iter,"hhold") = 1e4 * sum(e,ccoef(e) * econs.l(e)); 

mac(iter,"pcarb") = results(iter,"pcarb"); 

mac(iter,i) = 1e4 * sum(e,ccoef(e) * (x0(e,i) - 

qeint.l(e,i))); 

mac(iter,"hhold") = 1e4 * sum(e,ccoef(e) * (sum(cd,g0(e,cd)) - econs.l(e)))); 


